
2050年ゼロカーボンシティに向けて

令和４年２月７日
北九州循環経済研究会

北九州市 環境局 環境イノベーション支援課
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２ 本市の温室効果ガス排出量

ご説明内容

３ ゼロカーボンシティに向けて

１ 科学的知見及び国内外の動向
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１ 地球温暖化対策にむけた国内外の動向
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世界の動向（パリ協定）

 国連気候変動枠組条約の下、温暖化問題に取り組

むための仕組みである「パリ協定」が合意

 「世界の気温上昇を、産業革命以前に比べて2℃より

も十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求

すること」を世界の目標とする

パリ協定（2016年発効、2020年本格始動）

出典）国連気候変動枠組条約事務局HPより

 人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてき

たことには疑う余地がない。

 向こう数十年の間に二酸化炭素及びその他の温室

効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21 世紀

中に、地球温暖化は 1.5℃及び 2℃を超える。

IPCC第６次報告書（2021年）

出典）IPCC HPより

科学的知見を求める
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日本の新たな2030年度目標

 米国主催により気候サミット「Leaders Summit on Climate」がオンライン形式で

開催され、令和３年4月22日（日本時間）の首脳級セッションにおいて、菅内閣

総理大臣が、新たな2030年度目標を表明

 本サミットにおいて、2050年カーボンニュートラルの長期目標と整合的で、野心

的な目標として、我が国が、2030年度において、温室効果ガスの2013年度から

の46％削減を目指すことを宣言するとともに、さらに、50％の高みに向け、挑戦

を続けていく決意を表明。

 また、菅総理大臣は、経済と環境の好循環を生み出し、2030年の野心的な目

標に向けて力強く成長していくため、政府として再エネなど脱炭素電源を最大限

活用するとともに、企業に投資を促すための十分な刺激策を講じるとの方針を

表明しました。



北橋市長の「ゼロカーボンシティの表明」
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（令和2年10月29日 定例記者会見）
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＜参考＞「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和2年12月25日）

菅総理の「2050年までの温室効果ガス実施ゼロ宣言」を踏まえ、経済産業省が中心となり、

「経済と環境の好循環」につなげるための「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長

戦略」を策定。

14の重要分野ごとに目標を掲げた上、予算（グリーンイノベーション基金）、税、規制改革・

標準化、国際連携などの様々な政策を取りまとめ、今後、更なる深堀りを行うとしている。

14の重要分野

経済産業省ホームページより



２ 北九州市の温室効果ガス排出量
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本市の温室効果ガス排出量（平成30年度までの推移）

 平成30年度の温室効果ガス排出量は、1,506万トン

 東日本大震災の影響で火力発電が増加し、一時は2,000万トンを超える状況が

続いたが、省エネルギーの推進や再エネの普及により、直近では基準年度を

下回っている（平成25 (2013)年度比▲1.8％）。

9
※その他・・・エネルギー転換部門（発電所、ガス工場、製油所等での自家消費分）、廃棄物部門

（廃棄物の焼却処理等に伴って排出）、工業プロセス部門（セメント製造時に発生）、
メタン、一酸化二窒素、フロンガスの計

前年度比：▲0.4％
H25年度比：▲1.8％

基準年度
国の温室効果ガス排出量

（参考）

2018年度
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▲3.9％
前年度比

億トン

単位：億トン
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部門別割合（平成30年度）

出典）国立環境研究所HPより

 本市では、産業部門からの排出が、市域全体の排出量の約６～７割を占める

※ 北九州市の「その他」は、
エネルギー転換部門、廃棄物部門、工業プロセス部門、
メタン、一酸化二窒素、フロンガスの計

北九州市
（1,506万トン）

日本全体
（12.9億トン）

12.5億
トン



３ ゼロカーボンシティに向けて
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環境先進都市としての歩み

2008年：環境モデル都市

2018年：SDGs未来都市

2021年8月：「北九州市地球温暖化対策実行計画」改定

12

2011年：環境未来都市、グリーン成⻑都市（OECD）

2020年10月：ゼロカーボンシティ宣言

2021年６月：気候非常事態宣言



グリーン成長戦略の位置づけ

北九州市基本構想・基本計画

北九州市地球温暖化対策実行計画（R３年８月改定）

北九州市環境基本計画

国連気候変動枠組条約・パリ協定

【世界の動向】

地球温暖化対策推進法

地球温暖化対策計画

【国の動向】

気候変動適応法

気候変動適応計画

国の計画に即して

国内法の整備

【本市の施策】

環境首都

グランド・デザイン

【市民等の行動指針】

＜上位計画＞

部門別計画

行政計画として具体化

地域適応計画地域実行計画
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部門別計画

グリーン成長成長戦略



北九州市の温室効果ガス削減目標
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市内の温室効果ガス排出の実質ゼロを目指す
2050年（⽬指すべき姿︓ゴール）

2030年度（達成⽬標︓ターゲット）

2005 2013 2017 2030 2050

2013年度⽐で47％以上削減
削減⽬標のイメージ

実質ゼロ

47％以上削減



Ⅳ 気候変動に適応する強靭なまち

Ⅱ イノベーションの推進

Ⅲ ライフスタイルの変革

Ⅰ エネルギーの脱炭素化

２０５０年
北九州市が目指す

脱炭素社会

「北九州モデル」

高い市民環境力を基礎にAI・デジ
タル化等の社会変革を踏まえた、快
適で質の高い、脱炭素型ライフスタ
イルに転換

電力、熱、運輸などあらゆる分野で、
これまで以上の省エネ、電化を進め、
再エネやCO2フリー水素を最大活用
することで、化石燃料から脱却し、
エネルギー全般を脱炭素化

気候変動の影響に対応するため、域内
全体での蓄電システムを構築し、災害
時の再エネによる電源確保など脱炭
素で、強靭なまちづくりを推進

近代産業発祥の地から「北九州モデル」を構築・展開し、脱炭素社会の実現に地球規模
で貢献

産学官の連携で、脱炭素化に必要な研
究開発を加速させ、イノベーションの早
期実現を図ることで、生産活動やサー
ビスなど、産業・経済社会を脱炭素化

（環境と経済の好循環）

「
グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
」

産業
部門全部門

家庭部門
業務部門 適応

Ⅴ 国際貢献

2050年の目指すべき姿
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サーキュラーエコノミーと脱炭素

 サーキュラーエコノミーの実現による資源生産性の向上が脱炭素社会実現の鍵。
 資源生産性が高まることによって生じる利益を脱炭素化に活用していく視点が重要。

４つの無駄 5つのビジネスモデル
1. 資源の無駄：化石燃料やリサイク

ルできない素材を使っている
2. キャパシティの無駄：十分に利用

されていない（シェアや共同利用
の可能性がまだ残っている）

3. ライフサイクルの無駄：耐用年数
が過ぎる前に利用されなくなって
いる

4. 潜在価値の無駄：廃棄製品から回
収ができずリサイクルができない

モデル1：サーキュラー型サプライチェーン

モデル2：シェアリングプラットフォーム

モデル3： PaaS（サービスとしての製品）

モデル4：製品寿命の延⻑

モデル5：回収とリサイクル

出典）アクセンチュア



イノベーション支援の方向性と支援メニュー
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太陽電池パネルリサイクル リチウムイオン電池リサイクル

再生ポリエステル 食品残さリサイクル

・近い将来、産廃最終処分量の６％を占める
PVパネルのリサイクル
・各種PVモジュールに対応する汎用性と高
いリサイクル率（９５％）を兼ねる技術
・航空機等で利用されるCFRP
のリサイクルと併せた事業化
を検討中

実施主体：新菱

・小型家電、携帯電話の廃二次電池からレア
メタル、有価 金属を回収。処理能力 ２,２０
０トン/年
・将来的には、「電池ｔｏ電池」リサイクル、
自動車搭載用 リチウムイオン電池リサイクル
の事業化も検討中

実施主体：日本磁力選鉱

・「服から服をつくる技術」
・衣料品の６０％を占めるポリエステル繊維
を溶かし出し、精製して、もう一度ポリエス
テル繊維の原料である再生樹脂を製造する
生産能力２,２００トン/年

実施主体：日本環境設計

・市中央卸売市場・場内から発生する⻘果物
残渣（６５０トン/年）を堆肥化してリサイ
クル
・出来た堆肥は、市内外の契約農家、ぶどう
の樹等に供給し、農作物生産に利用するリサ
イクルループ形成
・炭素（C）を大気中ではなく、地中に戻す、
「炭素供給」
実施主体：ウェルクリエイト

次世代資源リサイクル拠点の形成例



自動車関連産業の脱炭素化支援（2021年12月発表）
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 再エネ電力100％への切替によるコストメリットの評価
 自家消費型太陽光・蓄電池の導入可能性評価
 各種助成制度の紹介

 温室効果ガス排出量把握支援
 省エネ診断
 各種助成制度の紹介

支援メニュー①：個別企業における排出量算定及び省エネ対策支援

支援メニュー②：アンケート実施による再エネ電力切替と再エネ導入支援

 セミナー開催（優良事例等に関するセミナー）
支援メニュー③：自動車関連企業向けセミナーの開催

脱炭素化に向けた世界的な潮流の中で、サプライチェーン全体での脱炭素
化の動きが高まっている自動車関連産業の支援を開始



ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました

https://www.gururich-kitaq.com/北九州市観光情報サイト

皿倉山夜景

平尾台東田高炉小倉城
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https://www.gururich-kitaq.com/

